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地
籍
調
査
と
は
、
一
筆
ご
と
の

土
地
に
つ
い
て
、
公
図
等
の
資
料

に
よ
り
調
査
し
た
後
、
関
係
者
立

ち
会
い
の
も
と
に
、
毎
筆
の
土
地

に
つ
い
て
、
所
有
者
、
地
番
、
地

目
、
境
界
の
調
査
を
実
施
し
、
そ

の
結
果
を
地
籍
簿
及
び
地
籍
図
に

と
り
ま
と
め
る
も
の
で
す
。

　
我
が
国
に
お
け
る
土
地
に
関
す
る

記
録
の
約
半
分
は
、
明
治
時
代
の
地

租
改
正
に
よ
っ
て
作
ら
れ
た
地
図

（
公
図
）
を
も
と
に
し
た
も
の
で
、

土
地
の
境
界
が
不
明
確
で
あ
っ
た
り
、

測
量
も
不
正
確
で
あ
っ
た
り
す
る
た

め
、
土
地
の
実
態
を
正
確
に
把
握
す

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　
限
り
あ
る
国
土
の
有
効
活
用
・
保

全
の
た
め
に
は
、
土
地
の
実
態
を
正

確
に
把
握
す
る
地
籍
調
査
を
実
施
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
地
籍
調
査
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
た

「
地
籍
簿
」
と
「
地
籍
図
」
は
、
そ

の
写
し
が
登
記
所
に
送
付
さ
れ
、
登

記
所
に
お
い
て
地
籍
簿
を
も
と
に
土

地
登
記
簿
が
書
き
改
め
ら
れ
、
地
籍

図
が
不
動
産
登
記
法
第
17
条
の
地
図

と
し
て
備
え
付
け
ら
れ
ま
す
。

地籍調査が行われていないとこんな問題が…

【  

　
　
　
　
　
　
　
　
　
】

登
記
簿
や
公
図
と
現
況
が
合
っ
て

い
な
い
の
で
、
土
地
を
買
っ
た
と

き
に
面
積
が
足
り
な
か
っ
た
り
、

境
界
の
こ
と
で
隣
と
の
ト
ラ
ブ
ル

が
生
じ
る
恐
れ
が
あ
る
。

土
地
を
分
筆
し
て
一
部
を
売
ろ
う

と
し
て
も
、
隣
地
所
有
者
と
の
調

整
や
測
量
な
ど
に
多
額
な
費
用
が

か
か
る
。

境
界
が
あ
い
ま
い
だ
と
、
土
砂
崩

れ
や
水
害
な
ど
、
災
害
の
あ
と
の

復
旧
に
時
間
が
か
か
る
。

不
正
確
な
面
積
や
、
違
っ
た
地
目

に
基
づ
い
て
、
固
定
資
産
税
が
課

税
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
。

境
界
が
不
明
確
だ
と
、
道
路
の
整

備
を
す
る
と
き
も
、
用
地
買
収
が

な
か
な
か
進
ま
な
い
。

▽▽▽▽▽

地籍調査に
　ご協力を！
地籍調査に
　ご協力を！

地
籍
調
査
を
ご
存
じ
で
す
か
？

地
籍
調
査
を
ご
存
じ
で
す
か
？

地
籍
調
査
を
ご
存
じ
で
す
か
？

地
籍
調
査
を
ご
存
じ
で
す
か
？

広広報報ななんんここくく1111月月号号2



地
籍
調
査
を
ご
存
じ
で
す
か
？

＊土地の境界は必ず所有者同士で立ち会いの上、決定してください。
　市には個人の境界を決定する権限はありません。

『筆界未定』について『筆界未定』について
①土地所有者の立ち会いが得られない。

②筆界（土地の地番境界）に争いがあるなど、事情により隣接する各土地相互間の
筆界が確認されなかった場合には、筆界未定として処理され、このような土地の
　所有者は、個人の費用で測量、境界確認手続き、登記簿等の訂正登記をしなけれ
　ばいけません。また、土地の地目変更、分筆、合筆登記等が受理されないことと
　なります。

　市では、平成15年度の「機構改革」の中で遅れて
いた国土調査業務、市内の地籍調査を本格的に推進
するために「土地対策課」を新設し、来年度からの
事業着手に向けて準備を進めています。
　来年度（16年度）は領石地区の一部を調査実施す
る予定です。今後、調査予定地区では地元説明会を
開催し、地籍調査事業についての説明を行いますが、
調査が円滑に実施できるよう、土地所有者および関
係者の方々の積極的なご協力をお願いします。

地籍調査に地籍調査に
　ご協力を！　ご協力を！
地籍調査に地籍調査に
　ご協力を！　ご協力を！

地籍調査の進め方

①事業計画・準備

⑥成果の利活用⑤登記所送付④成果の検査・承認

③地籍測量 ②一筆地調査
事業計画の策定・関係機関との
連絡調整、住民への説明などを
行い、地籍調査を始める体制を
つくります。

一筆ごとの土地について、公図
等の資料により調査した後、関
係者立ち会いのもとに、毎筆の
土地について、所有者、地番、
地目、境界の調査を実施します。

一筆地調査、地籍測量により、
作成した地籍簿と地籍図の案を
一般に閲覧し、都道府県知事の
認証および国の承認を受けます。

調査結果を都市計画、農林政策、
税務など、土地に関連する行政
分野で活用します。最近はコン
ピューターによる管理が進んで
います。

地籍簿と地籍図の写しを登記所
に送付します。これにより、登
記所において土地登記簿が書き
改められるとともに、地籍図が
備え付けられます。

図根点を設置し、段階を踏んで
測量を行い、各筆ごとの面積を
測定します。これにより各筆の
位置が地球上の座標値で表示さ
れることになります。

※お問い合わせは、土地対策課（�８８０ー６５６４）まで
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